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税・社会保険関連手続に関連する民間企業の要望例 

 

平 成 2 9 年 1 月 2 0 日  

投資等ワーキング・グループ 

座 長  原  英 史 

 

税・社会保険関連手続のＩＴ化・ワンストップ化に関しては、下記のような指摘が民間企

業から寄せられている。 

 

１．手続の現状 

 

（１） イベント毎の手続 

 

イベント 雇用保険 厚生年金 健康保険 所得税 住民税 

入社 ○資格取得届 ○資格取得届 
○資格取得届 

●被扶養者異動届 
●扶養控除申告書 - 

（毎年） - 

○算定基礎届 

○月額変更届 

○賞与支払届 

○算定基礎届 

○月額変更届 

○賞与支払届 

○源泉徴収票 

●保険料控除申告書 
配偶者特別控除申告書 

●住宅借入金控除申告書 

●扶養控除申告書 

○給与支払報告書 
★税額決定通知（本人用） 

☆税額決定通知（企業用） 

★税額変更通知（本人用） 

☆税額変更通知（企業用） 

結婚 ○氏名変更届 

○氏名変更届 

○住所変更届 

●国民年金第３号種別

変更届 

○氏名変更届 

○住所変更届 

●被扶養者異動届 

●扶養控除申告書 

（休職時） 

○異動届 

 

（復職時） 
○特別徴収切替依頼書 

出産 - - 
●出産手当金申請書 

●被扶養者異動届 
●扶養控除申告書 

育児 
●休業開始時賃金月額証明書 

●育児給付金受給資格確認票 

●育児休業給付金支給申請書 

○産前産後休業取得者申出書 

○育児休業取得者申出書 

●育児休業終了時月額変更届 

●養育期間月額特例申出書 

○産前産後休業取得者申出書 

○育児休業取得者申出書 

●育児休業終了時月額変更届 
- 

介護 
●休業開始時賃金月額証明書 

●介護休業給付金支給申請書 - - - 

ケガ・病気 - - ●傷病手当金申請書 - 

扶養増減 - 
●国民年金第３号被扶

養配偶者非該当届 
●被扶養者異動届 ●扶養控除申告書 

再就労 
●60 歳到達時賃金月額証明書 

●高年齢給付金受給資確認票 

●高年齢給付金支給申請書 

○資格喪失届 

+資格取得届（再取得） 

○資格喪失届 

+資格取得届（再取得） 
- 

退職 
●離職証明書 

○資格喪失届 
○資格喪失届 ○資格喪失届 

●退職所得申告書 

○源泉徴収票 
○異動届 

 

（２） 現状の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●：本人→企業→行政への届出 

○：企業→行政への届出 

★：行政→企業→本人への通知 

☆：行政→企業への通知 

＜個人＞ ＜企業＞ ＜行政＞ 

資料４ 

本人申請・本人通知が

「あり」の場合 

本人申請・本人通知が

「なし」の場合 

申請 

通知 

届出 

通知 

届出 

通知 

[課題１]一つの事象で複数の手続が必要

なケースが多く、煩雑でミスも起こりや

すい。申請者の負担が大きいことに加え、

受給漏れのリスク有。 

 

[課題２]多くが紙ベースの取り回しのた

め非効率で、業務コスト大。対象者増に

より問題は拡大。また電子化への切替も

課題が多く困難。 

 

[課題３]年金と健保の届出では

同じ内容の申請を 2か所に提出

する場面が多く重複が発生。 

 

[課題４]自治体によって対応が異なることによ

る非効率が発生。電子化も進展せず。 
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２．具体的な要望 

 

（１） 雇用保険関連 

 

・「育児」「介護」「高齢者」の各給付金の受給手続における本人申請・書類添付の省略およ

び一部帳票の統合 

 

・離職証明書における退職事由の記載内容に対する本人同意の省略 

 

（２） 厚生年金・健康保険関連 

 

・資格の取得喪失や標準報酬月額の各種届出等、２か所に提出が必要で内容が重複する届

出の統合 

 

・育児休業からの復帰時の月額変更届および標準報酬月額の特例措置を受けるための届出

の本人申請の省略（企業が代わって申請） 

 

（３） 所得税関連 

 

・前年から扶養変動がない場合の、扶養控除申告書の本人申請の省略 

 

・保険料控除申告書の賃金控除分の自動反映等による、追加申告がない場合の本人申請の

省略 

 

（４） 住民税関連 

 

・特別徴収税額決定（変更）通知の様式統一化、発送一か所化 

 

・特別徴収税額決定（変更）通知の電子データ正本化および紙の通知書の廃止 

 ※電子データ正本化が全ての市区町村で実現されるまでの間は、個人番号の記載を 

見合わせ、もしくは、個人用通知と同様に個人番号の記載を不要とする 

 

以上 
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